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就学前に実施したステッピングストーンズ・トリプル P の効果に

関する研究自閉症スペクトラム障害を疑われた児の母親への支援
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目的 本研究の目的は，自閉症スペクトラム障害（以下 ASD）を疑われた児の母親に対してステッ

ピングストーンズ・トリプル P（以下 SSTP）を実施し，その効果を明らかにすることとした。

方法 対象は，A 市の健診後に発達支援教室を利用する児の母親36人であった。児は 2 歳から 6 歳

で，広汎性発達障害日本自閉症協会評定尺度（以下 PARS）が 9 点以上で ASD が疑われた。

対象者を介入群と対照群の 2 群に無作為に割り振り，両群に SSTP を実施した。介入群から介

入前後と 3 か月後，対照群から介入 2 か月前と介入前後に各々 3 回ずつ質問紙の回答を得た。

質問紙は，親が報告する子どもの困難な行動（SDQ），親の子育てスタイル（PS），夫婦間の

関係の質と満足度（RQI），親の子どもへの不適切な行為（JM）の 4 つの尺度であった。介入

前後の効果を介入群と対象群の 1 回目と 2 回目の尺度得点を用いた共分散分析で求め，介入 3

か月後の効果を介入群内の 3 回の尺度得点を用いた分散分析でそれぞれ調べた。

結果 児の平均年齢は3.7±1.4歳，PARS 平均得点は20±6.8点の ASD を疑われた児であり，児の

発達指数（DQ）の全領域平均は76.1±18.8点で知能は境界域にあった。介入前後で得点分布

に有意差があったものは，SDQ（行動問題，難しさの合計），PS（過剰反応，多弁さ，総合ス

コア），JM であり，RQI に有意差は見られなかった。介入後 3 か月後時点では，介入群内に

おいて SDQ（行動問題，難しさの合計，過剰活発），PS（すべての項目）で 1 回目と 3 回目

で有意差があった。

結論 SSTP を受けることで親の子育てに良い変化がみられ，児の問題行動が改善され，育てにく

さが減少した。叩くなどの児への不適切な行為に改善が見られたことで，SSTP が親の養育態

度の変化につながることが示唆された。

Key wordsASD（自閉症スペクトラム障害），トリプル P（前向き子育てプログラム），児童虐待，
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 は じ め に

近年，目に見えない障害として発達障害が注目さ

れ，2012年の文部科学省の調査では小学校の通常学

級に在籍する児童の6.5に認められると報告され

た1)。2004年に施行された発達障害者支援法による

と，「発達障害とは，自閉症，アスペルガー症候群，

その他の広汎性発達障害，学習障害（Learning Dis-

abilityLD），注意欠陥多動性障害（Attention

Deˆcit/Hyperactivity DisorderAD/HD），その他

これに類する脳機能の障害であってその症状が通常

低年齢において発現するものとして政令で定めるも

の」をいう。2013年 5 月には DSM-5 により，広汎

性発達障害は自閉症スペクトラム障害（Autistic

Spectrum Disorders，以下 ASD）へと統一された。

日本では乳幼児健診の充実に伴い，就学前に ASD

の診断を受けられるようになってきている。就学前

の ASD を持つ子どもの保護者の40.1は，子ども

が 1 歳代の時に支援が必要であったと答えてお

り2)，保護者が子どもの発達の遅れに気づく早期か

らの育児支援が求められている3)。しかし，診断は

早期であるほど不確実性が高く，幼児期では確定診

断がつきにくい子どもの割合が多いこと，保健師や

保育士などが ASD の可能性に気づいても適切に判
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断することは難しいこと，年少であればあるほど保

護者にとっては障害の受容が困難な時期であること

などから早期発見・早期支援の課題は多い4)。ASD

が疑われてから診断に至るまでの間が，保護者に

とっては周囲や社会から精神的に孤立しがちにな

り，精神的ストレスが高い状態にある5)。つまり，

保護者は児の問題に気づいてから障害告知までが最

も精神的に不安定であり6)，発達の遅れを否定した

い気持ちが併存する時期がある7)。2001年度厚生科

学研究（子ども家庭総合研究事業）の報告では，障

害児は健常児の 4 倍～10倍虐待を受けやすいと報告

された8)。愛知県の子ども虐待治療センターの報告

では，被虐待児の55は何らかの発達障害の診断が

可能であるとされ9)，診断のない育てにくさを持つ

児の保護者への支援が急務である。

欧米諸国では，1980年頃から子育てへの教育的介

入として，ペアレントトレーニングが実践されてい

る。保護者の不適切な育児が子どもの問題行動に関

連があり10,11)，ペアレントトレーニングを取り入れ

た早期療育の開始により，保護者のストレスを軽減

する，子どもの問題となる行動を減らす，不適切な

育児を改善する，子どもの発達を促すということが

明らかになっている12,13)。また，支援者にとっても

根拠ある支援ツールとして活用することができる。

以上のことから，ASD を疑われた児の保護者へ

の支援として，また保健師など支援者のツールとし

てペアレントトレーニングが重要であると考える。

なかでも，豪州で開発されたトリプル P（前向き子

育てプログラム）は認知行動療法に基づいた，25年

以上にわたる実践例を研究評価しながら発展してき

た家族への教育的介入プログラムである14)。トリプ

ル P の日本での導入は2003年であり，全国各地で

実施されている15)。2004年，トリプル P のプログ

ラムの一つで，障害のある子どもの親のためにス

テッピングストーンズ・トリプル P（以下，SSTP）

が開発された16)。トリプル P と SSTP の違いは，

後者が発達の遅れを考慮されて作られたプログラム

で，実施回数が 1 回多くなっており，子育てに応用

する技術も多くなっている。過去の SSTP に関する

研究では，ASD の診断がある児への介入効果が明

らかにされており，その有用性が証明されてい

る17)。介入効果として，親の子育てスタイルとして

過剰に叱責するという部分が改善され，子どもの状

態として多動などが改善されている。しかし，

ASD を疑われた児の親に向けたプログラムの有用

性は明らかにされていない現状がある。そこで，本

研究は，ASD を疑われた児の親を対象に SSTP を

就学前に実施し，プログラムの効果を明らかにする

ことを目的とする。

 研 究 方 法

. 対象

A 市の健診後に，発達支援教室を利用する確定診

断を受けていない 2 歳から 6 歳までの就学前の児の

母親を対象とし，研究中も発達支援教室の利用は継

続とした（発達支援教室は健診で発達課題がクリア

できない等，心理士との個別面談で必要と判断され

た児が利用する教室である）。主研究者あるいは A

市の職員が発達支援教室にて合同説明会の参加者を

募り，後日開催の合同説明会で主研究者と共同研究

者が研究の主旨を説明し，その場で文書にて同意を

得られた母親40人から 1 回目の質問票の回答を得

た。その後，無作為化し介入群と対照群に割り当て

た。SSTP のプログラムをすべて終了していない対

象は分析から除外し，分析対象者は，途中リタイヤ

の 4 人を除く36人の母親とした（図 1）。また，「広

汎性発達障害日本自閉症協会評定尺度（PARS:

Pervasive Developmental Disorders Autism Society

Japan Rating Scale，以下 PARS）」で 9 点以上の

ASD の疑われた児の母親を対象とし，「新版 K 式

発達検査（以下新 K 式）」によって算出された発達

指数（DQDevelopmental Quotient）で児の発達段

階を評価した。

. 調査方法

「介入フォローアップ群（以下介入群）」と「待

機介入群（以下対照群）」の 2 群を設定し，SSTP

の資格を持つファシリテーターが SSTP を実施し

た。本研究では介入群，対照群でそれぞれ 2 グルー

プが構成され，1 グループに対し，5 回のグループ

セッション（各 2 時間半），3～4 回の電話セッショ

ン（各15～30分），グループ修了セッションの合計

9 セッションを毎週実施し，全プログラム期間は 2

か月間であった。グループセッションは DVD を見

ながらテキストに基づき，ディスカッションやロー

ルプレイを織り交ぜながら進行される。電話セッ

ションは，母親がグループで学んだ技術を家庭で実

践し，生じた疑問などの相談を受ける。対象者（母

親）は乱数表を用いて無作為に割り振り，介入群は

介入前，介入後，3 か月後，対照群は介入 2 か月

前，介入前，介入後と，両群とも 3 回ずつ質問紙の

回答を得た。

自記式質問紙の回答者は参加する母親とし，対象

の属性（児月齢，性別，出生順位，母親年齢，

出産回数，職業，最終学歴，世帯収入，婚姻状

況，同居形態）を得た。評価尺度は，先行研究と同

様に14)親が報告する子どもの困難な行動（SDQ:
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図 研究の流れ

・SSTP（Stepping Stones Triple P）
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Strengths and Di‹culties Questionnaire, 25項目）

（Goodman,1997; 1999)18,19)，親の子育てスタイル

（PS: Parenting Scale, 30項目）（Arnold et al,

1993 )20) ，夫婦間の関係の質と満足度（RQI:

Relationship Quality Index, 6 項目)21)，親の子ども

への不適切な行為（JM: Japanese version of

Maltreatment, 17項目)22)の 4 つを用いた。

SDQ は 3～16歳の子どもの社会的に好ましい行

動と難しい行動に対する親の認識を測る行動審査尺

度である。5 領域（情緒問題，行動問題，多動，交

友問題，社交性行動）について評価を行う。「あて

はまる」，「まああてはまる」，「あてはまらない」の

3 件法で，各領域の最低スコアが 0，最高スコアが

10である。難しさの合計は社交性行動スケールを除

く 4 スケールのスコアを合計することで計算され値

の高さが困難性を示し，社交性行動は値の高さが好

ましい行動（長所）として評価される。日本語版に

おいても，信頼性と妥当性は証明されている23,24)。

本研究でのクロンバックの a 係数は0.56～0.65で

あった。

PS は 3 つの子育てタイプ「放任（寛容すぎるし

つけ）」，「過剰反応（権威主義的なしつけ，怒り，

意地悪さ，短気を面に出す）」，「多弁さ（過剰に長

い叱責，または話に頼る方法）」と「総合スコア」

の 4 領域を 7 件法で評価する。値の高さが問題とさ

れる。また，日本語版においても，信頼性と妥当性

は証明されている25,26)。本研究でのクロンバックの

a 係数は0.69～0.90であった。

RQI は，パートナーとの関係の質と満足感を示

す指標である。始めの 5 項目は 7 点スケールで測ら

れ，関係の幸福度の包括的評価は10点スケールで測

られる。総合スコアは各 6 項目の点を合計する。最

低スコアは 6，最高スコアは45で，高得点になるほ

どより前向きな関係を示す。極端に低いスコアは，

将来共にすごす時間の短さと，関係を終わらせる話

し合いの回数の多さに関連する。尺度の信頼性と妥

当性は証明されている15)。本研究でのクロンバック

の a 係数は0.95～0.97であった。

JM は，子どもの虐待防止センターにより作成さ

れたものである。養育者の子どもへの，身体的，心

理的，放置・怠慢などの17項目の不適切な行為につ

いて，「しばしばある」，「時々ある」，「たまにある」，

「まったくない」の 4 件法で回答を得る。分析は，

「しばしばある」を 3 点，「時々ある」を 2 点，「た

まにある」を 1 点，「まったくない」を 0 点とする。

虐待群は15以上，境界群は10～14である。本研究で

のクロンバックの a 係数は0.86～0.87であった。

. 分析方法

分析は主に 2 点で，介入直後の効果（以下，短期

効果），介入 3 か月後の効果（以下，長期効果）に

ついてそれぞれ調べた。統計解析には SPSSver.16

を用い，統計的有意を 5未満とした。
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表 介入群と待機群の属性

属 性

全体
n＝36

介入群
（n＝18)

対照群
（n＝18)

平均
標準
偏差 平均

標準
偏差 平均

標準
偏差

児月齢 43.4 15.5 44.4 14.3 42.4 17

児年齢 3.7 1.4 3.8 1.4 3.6 1.5

出生順位 1.3 0.7 1.2 0.6 1.4 0.8

PARS 20.0 6.8 21.9 7.8 18.2 5.1

DQ（C-A) 76.1 18.8 79.5 20.7 79.9 22.5

DQ（L-S) 79.7 21.3 73.1 25.6 67.6 17.3

DQ（全) 70.4 21.7 77.7 20.5 75.2 17.5

母の年齢 35.2 4.8 35.5 3.8 34.8 5.6

出産回数 1.6 0.8 1.5 0.6 1.7 0.9

年収（万円) 511.2 214.3 527.3 206.8 483.9 206.8

n  n  n 

児の性別

男 31 86.1 16 88.9 15 78.8

女 5 13.9 2 11.1 3 16.7

婚姻状況

配偶者と同居 34 94.4 17 94.4 17 94.4

配偶者と別居 2 5.6 1 5.6 1 5.6

同居形態

核家族 31 86.1 16 88.9 15 78.8

2 世帯家族 5 13.9 2 11.1 3 16.7

母の職業

専業主婦 23 63.9 11 61.1 12 66.7

フルタイム 3 8.3 1 5.6 2 11.1

パート・アルバイト 7 19.4 3 16.7 4 22.2

育児休業中 2 5.6 2 11.1 0 0

自営業 1 2.8 1 5.6 0 0

母の最終学歴

中学校 1 2.8 0 0 1 5.6

高等学校 12 33.3 6 33.3 6 33.3

専門学校 6 16.7 2 11.1 4 22.2

短期大学 12 33.3 6 33.3 6 33.3

大学 5 13.9 4 22.2 1 5.6

※PARS (Pervasive Development Disorders Autism Society Japan

Rating Scale）広汎性発達障害日本自閉症協会評定尺度

※DQ (Developmental Quotient）発達指数。DQ は小児期の

身体・精神機能の発達を評価する発達検査の結果として算

出される発達年齢（developmental age: DA）を暦年齢の比

で示したものである。算出式は「DQ＝DA÷暦年齢×100」

で，対象は乳幼児期に用いられることが多い。姿勢・運動

（P-A），認知適応（C-A），言語・社会（L-S）の 3 領域につ

いて評価する。

※C-A（cognitive-adaptation）認知・適応領域

※L-S（language-society）言語・社会領域
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短期効果として，介入群と対照群の 2 回目の尺度

点数において，共分散分析（ANCONA: analysis of

covariance）を実施した。回収したデータの分散の

違いを縮小するため，介入群と対照群の各群におけ

る 1 回目の尺度点数を共変量とした。また，本研究

のサンプル数では検出力が確保できないため，P 値

のようにサンプル数によって影響されることのない

効果量（Cohen's d）を算出し，実質的な差を示

した27,28)。介入群を A，対照群を B とすると短期

効果の Cohen's d は， d＝{M (A )－M ( B ) }÷

{SD(A)2＋SD(B)2}/2（M平均，SD標準偏差）

で求めた。Cohen's d における判断の目安として，d
＝0.80を効果量大，d＝0.50を効果量中，d＝0.20を

効果量小とする29)。介入 3 か月後の長期効果とし

て，介入群の 1 回目から 3 回目までの各尺度点数に

おいて，反復測定による分散分析（repeated meas-

ure ANOVAanalysis of variance）後に多重比較

（Tukey 法）を実施した。また，効果量（Cohen's d）
を短期効果と同様に算出し，実質的な差を示した。

. 倫理的配慮

本研究は，平成24年 3 月21日和歌山県立医科大学

倫理委員会の承認後，ならびに，A 市と早期療育施

設の許可を得た後，実施した。実施にあたっては，

説明会にて研究の目的，意義，方法について文書を

用いて口頭で十分に説明し，参加は個人の自由によ

るものとした。参加者の個人情報は本研究以外で使

用せず，回答の内容は個人が特定されないように匿

名化，数値化して扱った。なお，本研究は和歌山県

子育て創生事業の助成を受けて実施し，保護者の方

のプログラム参加費用は無料とした。

 研 究 結 果

. 対象の特徴

対象者全体において，児の年齢は3.7±1.4歳（2

歳代14人，3 歳代 6 人，4 歳代 7 人，5 歳代 9 人），

PARS 平均得点は20±6.8点の ASD を疑われた児

で，男児が86.1を占めた（表 1）。児の発達指数

（DQ）の全領域平均は76.1±18.8点で知能は境界域

にあった。DQ の言語・社会領域平均が70.4±21.7

点，認知・適応領域平均が76.1±18.8点で言葉やコ

ミュニケーションといった言語性能力の遅れが見ら

れる集団であった。同居形態は核家族が約 8 割を占

め，母親は約 6 割が専業主婦であった。母親の最終

学歴は，高等学校と短期大学が同数で，約 6 割を占

めていた。

. 介入効果

1) 短期介入効果（表 2）

親が報告する子どもの困難な行動（SDQ）は，

対照群と比較して介入群に効果が見られた。SDQ

（難しさの合計）では，P＝0.01，Cohen's d（以下 d)
＝0.52で有意差があり，効果量中であった。SDQ

（行動問題）は，P＝0.005，d＝0.44で有意差があ

り，効果量中であった。親の子育てスタイル（PS）

は，過剰反応，多弁さ，総合スコアで対照群と比較

して介入群に効果があった。PS（過剰反応）は，P
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表 短期介入効果

介入群（n＝18) 対照群（n＝18) 共分散分析

（ANCOVA)

F
P

効果量

（Cohen's d)
d

1 回目 2 回目 1 回目 2 回目

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

SDQ

難しさの合計 16.94 5.03 13.78 3.73 15.90 5.60 16.50 6.35 7.52 0.01 0.52

情緒問題 3.06 2.82 2.17 1.58 2.20 2.51 2.50 1.95 2.56 0.12 0.07

行動問題 3.61 2.28 2.50 1.79 3.30 2.03 3.30 1.88 9.1 0.005 0.44

多動 6.50 2.38 5.61 2.15 6.20 2.10 5.90 2.10 1.41 0.24 0.14

交友問題 3.78 1.77 3.50 1.65 4.10 1.75 4.70 3.27 1.62 0.21 0.46

社交性 3.28 2.47 4.56 2.43 2.80 2.26 3.30 2.47 2.99 0.09 0.52

PS

放任 3.53 0.76 2.91 0.80 3.50 0.64 3.30 0.75 2.75 0.11 0.50

過剰反応 3.82 0.83 2.85 0.86 3.90 1.39 4.00 1.32 28.26 ＜0.001 1.03

多弁さ 3.71 0.79 2.91 0.70 3.40 0.67 3.40 0.97 6.5 0.02 0.58

総合スコア 3.64 0.46 2.84 0.59 3.60 0.61 3.60 0.62 34.13 ＜0.001 1.26

RQI 33.78 7.17 29.67 8.37 28.80 12.32 27.80 11.40 0.09 0.77 0.19

JM 6.78 4.68 4.78 3.34 9.30 9.05 9.40 8.16 8.2 0.007 0.74

: P＜0.05, : P＜0.01, : P＜0.001

SDQ (Strengths and Di‹culties Questionnaire）親が報告する子どもの困難な行動

PS (Parenting Scale）親の子育てスタイル

RQI (Relationship Quality Index）夫婦間の関係の質と満足度

JM ( Japanese version of Maltreatment）親の子どもへの不適切な行為

ANCOVA (analysis of covariance）共分散分析

効果量Cohen's d＝{M(A)－M(B)}/ {SD(A)2＋SD(B)2}/2

（M平均，A介入群，B対照群，SD標準偏差）

効果量大d＝0.8，効果量中d＝0.5，効果量小d＝0.3

表 長期介入効果

介入群（n＝18) 分散分析

（ANOVA)

F

多重比較（Tukey 法) 効果量

（Cohen's d)
d

◯ 1 回目(直前) ◯ 2 回目(直後) ◯ 3 回目(3 か月後) ◯◯間 ◯◯間 ◯◯間

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 P P P

SDQ

難しさの合計 16.94 5.03 13.78 3.73 13.70 5.19 8.53 0.003 0.003 0.998 0.63

情緒問題 3.06 2.82 2.17 1.58 2.10 2.25 3.11 0.106 0.082 0.991 0.38

行動問題 3.61 2.28 2.50 1.79 2.60 2.09 7.51 0.004 0.009 0.934 0.46

過剰活発 6.50 2.38 5.61 2.15 5.40 2.68 3.55 0.124 0.043 0.87 1.74

交友問題 3.78 1.77 3.50 1.65 3.60 2.12 0.22 0.789 0.918 0.963 0.09

社交性 3.28 2.47 4.56 2.43 3.70 2.47 5.66 0.006 0.489 0.093 0.17

PS

放任 3.53 0.76 2.91 0.80 3.10 0.69 8.25 0.001 0.041 0.312 0.59

過剰反応 3.82 0.83 2.85 0.86 3.20 1.23 10.35 0.000 0.027 0.188 0.59

多弁さ 3.71 0.79 2.91 0.70 3.20 0.77 14.8 0.000 0.003 0.218 0.65

総合スコア 3.64 0.46 2.84 0.59 3.10 0.75 31.16 0.000 0.0000.022 0.87

RQI 33.78 7.17 29.67 8.37 33.80 7.04 3.29 0.084 1.00 0.079 0

JM 6.78 4.68 4.78 3.34 5.70 4.86 2.91 0.055 0.385 0.539 0.23

: P＜0.05, : P＜0.01, : P＜0.001

SDQ (Strengths and Di‹culties Questionnaire）親が報告する子どもの困難な行動

PS (Parenting Scale）親の子育てスタイル

RQI (Relationship Quality Index）夫婦間の関係の質と満足度

JM ( Japanese version of Maltreatment）親の子どもへの不適切な行為

効果量Cohen's d＝{M(A,◯)－M(A,◯)}/ {SD(A,◯)2＋SD(A,◯)2}/2

（A介入群，M平均，SD標準偏差，◯1 回目尺度点数，◯3 回目尺度点数）

効果量大d＝0.8，効果量中d＝0.5，効果量小d＝0.3
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＝0.000，d＝1.03で有意差がみられ，効果量大で

あった。PS（多弁さ）は，P＝0.02，d＝0.58で有意

差があり，効果量中であった。PS（総合スコア）

は，P＝0.000，d＝1.26で有意差があり，効果量大

であった。夫婦間の関係の質と満足度（RQI）では，

介入群と待機群の間に有意差は見られなかった。親

の子どもへの不適切な行為（JM）では，P＝0.007，

d＝0.74で，対照群と比較して介入群に有意差があ

り，効果量大であった。

2) 長期介入効果（表 3）

介入群内で有意差の見られたものは，SDQ，PS

であった。介入前と介入 3 か月後において，SDQ

（難しさの合計）は P＝0.003，SDQ（行動問題）は

P＝0.009で有意差が見られた。SDQ（過剰活発）

は P＝0.043で有意差が見られた。PS はすべての項

目で有意差が見られた（手ぬるさ P＝0.041，過剰

反応 P＝0.027，多弁さ P＝0.003，総合スコア P＝

0.000）。また，介入直後と 3 か月後では PS（総合

スコア）が P＝0.022で有意差が見られた。

 考 察

. 対象について

本研究の対象は ASD の確定診断を受けた児では

ないが，PARS で 9 点以上の ASD の傾向がよく見

られ，DQ が境界域で外からみて障害が分かりにく

い集団であった。また，本研究の平均年齢は3.7歳

で，先行研究17,30)では平均年齢 4～5 歳代が多い状

況のため早期介入できたと考える。介入前の SDQ，

PS のスコアを健常児の親に実施した研究30)と比較

すると，母親が問題と感じている児の行動（多動，

行為問題）は高く，確定診断を受けた児の親14)と同

程度であった。このことから，子育ての負担の高い

人が多く，ASD を疑われた児の育てにくさと母親

の育児負担の大きさが明らかになった。

. プログラムの介入効果

介入前後で有意差が見られたものは，親の子育て

における過剰反応，多弁，子どもの行動問題であっ

た。これは，SSTP が単に問題行動に対処する技術

を伝えるだけではなく，ほめることや注目している

ことを伝えることで親子間の建設的な関係を促すた

め，親が不必要に指示する回数が減り，子どもが親

の気を引くための問題行動が減ったと考えられる。

また長期効果としては，これらに加え親の子育てに

おける放任や子どもの多動が改善された。これは，

親が子どもの行動を注視することで子育てにおける

放任が軽減し，子どもの多動が抑制されたと考え

る。以上のように，親が児を観る視点が変化し，子

育てにおいて児への関わりが変化したことで，児の

状態が変わるという良い循環が生じ，育てにくさが

減少したと推測される。また，介入直後において叩

くなどの児への不適切な行為（JM）に改善が得ら

れたことで，SSTP が親の養育態度の変化につなが

ることが示唆された。

ASD の診断を受けた 2～10歳の子どもの親（n＝
54）を対象に SSTP を実施した先行研究18)と比較す

ると，親の子育てスタイル（PS）に変化が得られ

やすいのは同様であったが，子どもの状況（SDQ）

において変化が多く得られた。また，介入前と介入

3 か月後の比較においても，先行研究と比べると子

育てや子どもの状況で効果が持続した項目が多く得

られた。育児における不適切な対応を早期に改善す

ることができ，子どもの状況が変化したことも成果

であると考える。

. 研究の限界と今後の課題

今回のサンプル数では十分な検出力が確保できて

いないことが，本研究の限界である。また，介入効

果として，4 つの尺度から成る質問紙の回答を母親

から得たが，母親の主観的な評価だけでなく第 3 者

による評価があれば児の変化をより客観的に知るこ

とができる。プログラムの長期効果は，親の子育て

に関しては介入 3 か月後にスコアが悪化していたこ

とからプログラムの効果が持続できるような支援が

必要である。また，児の発達やライフイベントの影

響を考慮して 3 月後と設定したが，先行研究では 6

か月後から 1 年後に設定しているものもあり，期間

をどのように設定し検討していくかが今後の課題で

ある。評価尺度の JM においては，信頼性と妥当性

を構築していくことが課題である。

. 現場での課題

診断がなくとも，2～6 歳という就学前に ASD を

疑われた児の育てにくさが明確になり，診断前に児

の発達状況の受容にむけた，親が児との関わり方を

学べる支援が必要である。今回の対象児は DQ が

境界域で診断を受けにくいことから，児の発達予後

が如何なるものであっても診断ありきではなく，ま

ずは親が目の前にいる児を受け入れて発達を促す関

わりを早期から行っていくことが重要で，アスペル

ガー症候群を除く重度の ASD の場合 1 歳半頃まで

に発見すれば，軽度の場合は 3 歳頃までに発見でき

れば「早期」と言える31)。発達障害に関する支援の

有無が学校適応についての予後に影響する32)ことか

ら，3 歳児健診までに発見されて支援に繋がってい

くことが望ましい。

ASD 傾向を持つ児は，人とのつながりを保ちづ

らいところがあり，その児を育てる保護者も他児と

同じようにできない不安から周囲との関わりから遠
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ざかり孤立感を持ちやすい33)。健診から診断に至る

までこのような親子を把握している保健師にとって

SSTP は，保護者と子どもを支援する方法論として

有効である。今後，そのような保護者の方が集い，

悩みや思いを共有できる場として，SSTP が地域で

定着していくことがさらなる課題である。

 結 語

A 市に在住する ASD を疑われた 2～6 歳の子ど

もを持つ母親を対象に，SSTP を実施し，その効果

について検証した。SSTP の介入前後で，親の子育

てにおける過剰反応，多弁，子どもの行動問題が改

善された。また，介入後 3 か月後においては，これ

らに加え個人内の変化として親の子育てにおける放

任や子どもの多動が改善された。そのため，ASD

を疑われた児の母親を対象に SSTP を実施すること

により，親子関係の構築を手助けすることができ，

不適切な関わりを改善することができた。

本研究実施にあたり，市の親子教室や早期療育で募集

の周知や作業にご協力してくださった A 市職員の方々，

プログラムの認定ファシリテーター，そして研究にご協

力してくださった保護者の皆様に，深く感謝申し上げま

す。また，開示すべき COI 状態はない。

(
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EŠects of the Stepping Stones Triple P for mothers of pre-school children with

suspected Autistic Spectrum Disorder

Junko NOJIRIand Toshihiko YANAGAWA2

Key wordsASD (Autistic Spectrum Disorder), Triple P (Positive Parenting Program), child abuse,

randomized controlled trial

Objective This study aimed to clarify the eŠectiveness of the Stepping Stones Triple P (SSTP) for mothers

of developmentally delayed children.

Methods The participants were 36 mothers of children using a development support classroom after a medi-

cal examination in A city. The children, aged 2 to 6 years old, were suspected to have autism spec-

trum disorder (ASD) based on Pervasive Developmental Disorders Autism Society Japan Rating

Scale (PARS) scores of 9 points or more. The investigation randomly assigned them to two groups

―`̀ the intervention group'' and `̀ the control group''―and carried out SSTP. The intervention

group answered the questionnaire before and after intervention, three months later. The control

group also answered the questionnaire 2 months before the intervention, before and after interven-

tion. Thus, each group answered three times. The questionnaire used the Strengths and Di‹culties

Questionnaire (SDQ), a Parenting Style scale (PS), the Relationship Quality Index (RQI), and

the Japanese version of a Maltreatment scale (JM). For eŠectiveness of the intervention before and

after, an analysis of covariance was carried out on the scores from the ˆrst and second questionnaires

in the intervention and control groups. For eŠectiveness 3 months after the intervention, a repeated-

measures analysis of variance was performed on the scale scores from the ˆrst to the third question-

naire in the intervention group.

Results The average age of the children was 3.7±1.4 years old, and the average PARS score was 20±

6.8. They were suspected to have ASD. The average SDQ score was 76.1±18.8, and their intelli-

gence was borderline. A signiˆcant diŠerence was seen before and after the intervention in SDQ

(the issue of action, the total of the di‹culty), PS (overreaction, gab, general score), and JM

scores; no signiˆcant diŠerence was seen in RQI scores. Three months after the intervention, a last-

ing eŠect was seen in SDQ (the issue of action, the total of the di‹culty, hyperkinetic) and PS (all

items) scores in the intervention group.

Conclusions Receiving SSTP caused a positive change in the mothers' parenting and improved the

problem behavior of the children. It was suggested that SSTP was connected to the prevention of

child abuse because it helped stop parents from hitting their children.
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